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  （百万円未満切捨て）
１．平成28年12月期の連結業績（平成28年１月１日～平成28年12月31日） 

（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属する 

当期純利益 
  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

28年12月期 1,196 97.6 59 － 81 － 74 － 
27年12月期 605 △1.0 △560 － △513 － △550 － 

 
（注）包括利益 28年12月期 85 百万円 （－％）   27年12月期 △527 百万円 （－％） 
 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

自己資本 
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

売上高 
営業利益率 

  円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 
28年12月期 2.02 1.90 5.7 4.0 5.0 
27年12月期 △15.70 － △39.7 △23.2 △92.5 

 
（参考）持分法投資損益 28年12月期 － 百万円   27年12月期 － 百万円 
 
（２）連結財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 
28年12月期 1,940 1,574 72.2 37.58 
27年12月期 2,179 1,354 55.4 33.67 

 
（参考）自己資本 28年12月期 1,400 百万円   27年12月期 1,207 百万円 
 
（３）連結キャッシュ・フローの状況 

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 
  百万円 百万円 百万円 百万円 

28年12月期 △99 395 △162 240 
27年12月期 △806 75 382 107 

 
２．配当の状況 

  
年間配当金 配当金総額 

(合計) 
配当性向 
（連結） 

純資産配当
率（連結） 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 

27年12月期 － 0.00 － 0.00 0.00 － － － 

28年12月期 － 0.00 － 0.00 0.00 － － － 

29年12月期（予想） － 0.00 － 0.00 0.00   －   
 
 
３．平成29年12月期の連結業績予想（平成29年１月１日～平成29年12月31日） 
  （％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属
する当期純利益 

１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

通期 1,720 43.8 355 491.7 335 313.6 537 725.7 14.41 

 
 



※  注記事項 
（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無 

新規  －社  （社名）－、除外  －社  （社名）－ 
 

 
（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更：有 
②  ①以外の会計方針の変更              ：無 
③  会計上の見積りの変更                ：無 
④  修正再表示                          ：無 
 

 
（３）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 28年12月期 37,255,300 株 27年12月期 35,859,300 株 

②  期末自己株式数 28年12月期 － 株 27年12月期 － 株 

③  期中平均株式数 28年12月期 36,561,540 株 27年12月期 35,031,546 株 

 
（参考）個別業績の概要 
１．平成28年12月期の個別業績（平成28年１月１日～平成28年12月31日） 

（１）個別経営成績 （％表示は対前期増減率） 
 
  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

28年12月期 1,190 96.6 78 － 119 － 111 － 

27年12月期 605 2.3 △538 － △488 － △525 － 
 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

  円 銭 円 銭 
28年12月期 3.06 2.87 
27年12月期 △15.01 － 

 
（２）個別財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 
28年12月期 1,932 1,591 73.3 38.05 
27年12月期 2,165 1,358 55.9 33.78 

 
（参考）自己資本 28年12月期 1,417 百万円   27年12月期 1,211 百万円 
 
２．平成29年12月期の個別業績予想（平成29年１月１日～平成29年12月31日） 
  （％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率） 
 

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

通期 1,690 42.0 368 371.8 348 192.4 552 497.3 14.82 

 
 
※  監査手続の実施状況に関する表示 

 この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続きの対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商
品取引法に基づく連結財務諸表及び財務諸表に対する監査手続きが実施中です。 

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 上記の業績予想は、本業績予想作成時点において入手可能な情報に基づき当社が合理的と判断した予想であり、潜
在的なリスクや不確実性が含まれているため、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 
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１．経営成績・財政状態に関する分析

(1) 経営成績に関する分析

①当期の概況

 当連結会計年度におけるわが国経済は、政府の経済政策や金融緩和により、企業業績や雇用情勢に改善の動きが見

られ緩やかな景気回復基調を維持しているものの、世界景気の不確実性は高く、引き続き先行き不透明な状態で推移

しております。

 当社の主たる事業領域である情報セキュリティ業界においては、マイナンバー制度の運用開始や、総務省の「自治

体情報システム強靭性向上モデル」で必須化されている二要素認証への対応の本格化により自治体需要が増加しまし

た。また、自治体に続き、各省庁や業界団体などからセキュリティ強化を盛り込んだガイドラインが発表され、金

融、医療、文教市場においてもセキュリティ需要が増すなど継続して拡大基調にあります。本人確認の手段として、

指紋認証、静脈認証に続き、顔認証なども一般化しつつあり、生体認証技術は本格的な普及期に突入しました。さら

に、当社が日本で初めて加盟した認証規格の標準化団体であるFIDOアライアンスにおいても、世界での加盟企業が

260社と拡大し、日本においても各業界大手企業が参画するジャパンワーキンググループが発足し、本格的な活動が

行なわれております。

 このような経済環境のなか、バイオセキュリティ事業におきましては、製品面は、主力商品であるEVEシリーズに

おいてEVE FAの二要素対応や入退室認証、EVE MAの顔認証の追加などの機能強化を行ないました。販売面においては

案件開拓力向上のため、販売パートナー制度を拡充し76社の加盟企業を獲得すると同時に、製品連携やSIerのソリュ

ーションとして当社製品が採用されるよう他社との連携を推進いたしました。また、従来より行ってきた展示会出展

やセミナーへの参加による販売促進活動においても、新たにパートナー企業との共同出展や、パートナー企業に当社

製品を出展いただくなど、昨年度以上に活動量を増やした結果、ブランド認知度が高まり、売り上げ貢献に寄与しは

じめています。これらの結果、調査会社である富士キメラ総研の調査レポート『2016年ネットワークセキュリティ調

査総覧』によると、外付周辺機器としての指紋認証装置において2016年の当社のシェアは50.6%と業界トップシェア

となっております。 

 また、新規事業においては、最新の研究開発成果による指紋認証の新アルゴリズムが実用化の段階に入り、平成28

年12月12日に開示した『パナソニック TOUGHPAD FZ-N1 への当社製品採用のお知らせ』のとおり、パナソニック社の

新型ハンドヘルド端末への採用実績が出来ました。7月に販売を開始した"magatama"プラットフォームにおいても幾

つかの受注実績が出来、特に大口のものについては、平成29年の稼働開始に向けた対応を進めております。 

 これらに加え、6月には役職員の業績達成意欲向上のため、日本の上場企業初となる民事信託方式によるストック

オプション制度の導入を行なうとともに、本社ビルの売却により長期未払金の完済と現預金も増加し財務の健全化を

行ないました。昨年に引き続きまして、不動産事業においては名古屋市に所有するテナントビルの賃貸を行いまし

た。

 こうした活動の結果、売上高は1,196百万円（前期比97.6％増）となりました。費用面については、新製品の開発

等の先行投資が一段落したことに加え、経費の見直しにより、採用費、人件費、旅費交通費、接待交際費などを削減

したことによって、販売費および一般管理費は、昨年に比して150百万円減少しております。また、営業外損益にお

いては、海外子会社に対する貸付金に関して為替変動により、第４四半期連結会計期間において為替差益22百万円を

計上いたしました。これらの結果、営業利益は59百万円、経常利益は81百万円となりました。また、親会社株主に帰

属する当期純利益については、固定資産売却益による特別利益9百万円の計上および法人税の計算について確定値を

反映した結果、業績予想を39.6%上回る74百万円となりました。 

 

報告セグメントごとの業績は次のとおりであります。 

・バイオメトリクス事業 

 多要素認証統合プラットフォームである「EVE MA」及び指紋認証ソリューション「EVE FA」をはじめとする指

紋認証機器の売上を計上いたしました。 

 この結果、売上高は1,187百万円（前年同期比111.2％増）、営業利益は457百万円（前年同期は営業損失162百

万円）となりました。 

 

・不動産関連事業 

 愛知県名古屋市に所有する不動産についてテナントより賃料売上を計上いたしましたが、平成28年4月に対象

不動産を売却したため、4月以降賃料売上の計上はありません。 

 この結果、売上高は9百万円（前年同期77.8％減）、営業利益は1百万円（84.1％減）となりました。 

 

②次期の見通し 

 既存事業については、平成28年12月期に引き続き、平成29年までは、「自治体情報システム強靭性向上モデル」に

よる自治体需要が見込まれております。また、自治体に続き、中央省庁や業界団体などからセキュリティ強化を盛り

込んだガイドラインが発表され、金融、医療、文教市場需要の本格化が見込まれることから、引き続き関連市場は拡
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大基調にあるものと認識しております。さらに、月額課金型のサービスを開始し、ストックビジネスによる収益の安

定化を推進してまいります。

 新事業については、FIDOのジャパンワーキンググループ発足を受け、FIDO規格の導入が本格化していくものと考え

ております。FIDO規格に準拠した当社"magatama"プラットフォームについて、日本ヒューレット・パッカード社様と

昨年共同受注した大手企業によるサービス開始により、新規の引き合い増加が見込まれるため、引き続き日本ヒュー

レット・パッカード社様をはじめとしたパートナー企業様とも連携して普及を推進してまいります。また、上述した

新アルゴリズムのモバイル端末製造メーカーへのライセンスビジネスについても本格化してまいります。

 昨年に引き続き、現在もなお、当社を取り巻く市場環境の状況が激しく変動していること、新事業・新製品の立ち

上げの途上であることから、上半期の予想が困難であります。このような状況において、特定の数値による業績予想

を行うことは、かえって投資家、株主の皆様のご判断に大きな誤解を与える懸念があるため、業績予想は通期のみと

しております。

 以上の前提により平成29年12月期連結会計年度における業績予想は売上高で1,720百万円、営業利益で355百万円、

経常利益で335百万円、平成28年12月2日に開示した「当社株式保有先（北京視信源科技発展有限公司）の買収に関す

るお知らせ」のとおり特別利益を見込んでおり、親会社株主に帰属する当期純利益で537百万円を見込んでおりま

す。

 

(2) 財政状態に関する分析

①資産、負債及び純資産の状況

 当連結会計年度末の総資産は1,940百万円、流動資産は1,248百万円、固定資産は692百万円となりました。流動負

債は276百万円、固定負債は89百万円、負債合計は366百万円となりました。株主資本は1,534百万円、純資産は1,574

百万円となりました。その結果、流動比率は451.7％、自己資本比率は72.2％となりました。

 

②キャッシュ・フローの状況

 現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動による資金の支出99百万円、投資活動による資金の収

入395百万円により、フリーキャッシュ・フローは296百万円の増加となりました。しかし、財務活動による資金の支

出162百万円があったため、資金は期首に比べ133百万円増加し、240百万円となりました。

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

 営業活動によるキャッシュ・フローは、前年同期に比べ706百万円少ない99百万円の資金を支出しております。主

として、立替金の減少111百万円，減価償却費67百万円などにより資金が増加したものの、売上債権の増加488百万

円、たな卸資産の増加69百万円などにより資金が減少したため、99百万円の支出となりました。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

 投資活動によるキャッシュ・フローは、前年同期に比べ320百万円多い395百万円の資金が増加しております。主と

して、無形固定資産の取得により48百万円、敷金及び保証金の差入により19百万円などにより資金が減少したもの

の、有形固定資産の売却により408百万円、契約に基づく売上連動収入により64百万円などにより資金が増加したた

め、395百万円の増加となりました。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

 財務活動によるキャッシュ・フローは、前年同期に比べ545百万円少ない162百万円の資金が減少しております。株

式の発行により85百万円の資金が増加したものの、短期借入金の減少により250百万円減少したため、162百万円の減

少となりました。

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移

  平成26年12月期 平成27年12月期 平成28年12月期

自己資本比率（％） 69.7 55.4 72.2

時価ベースの自己資本比率（％） 890.9 699.1 718.11

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

（注１）いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

（注２）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。
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(3) 利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

 当社は、取締役会の決議により、毎年６月30日を基準日として中間配当を行うことができる旨を定款に定めてお

り、期末における剰余金の配当の決定機関は株主総会でありますが、当期及び次期の配当につきましては無配を予定

しております。

 

(4) 事業等のリスク

当社グループの経営成績、財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクは以下のようなものがあります。 

 なお、本項に記載した将来に関する事項は、本決算短信提出日現在において当社グループが判断したものであり、

将来に対する不確実性、あるいはリスクを含んでいるため、実際に生じる結果と大きく異なる可能性があります。

①事業環境に関するリスク

イ．インターネットの普及について

 当社が行っているマガタマ事業は、SaaS形態で提供するサービスであり、インターネットを利用する顧客を対象と

しております。しかし、利用料金の改定を含む通信事業者の動向、新たな法的規制の導入など、当社グループの予期

せぬ要因によりインターネット利用環境が現状より改悪される場合、サービスの質や利便性の低下に繋がる可能性が

あり、これらを維持改善するためのコストが増加するなどの理由で、マガタマ事業の業績に影響を及ぼす可能性があ

ります。

ロ．法的規制・制度の新設・改定等による影響について 

 現在、当社が営む指紋認証システムの販売やインターネットを利用して提供するサービスに関連した規制法令等は

ありませんが、今後、インターネットの利用者や関連するサービス及び事業者を規制対象とする法令等の制定や、既

存の法令等の適用、あるいは何らかの自主的なルールの制定等が行われた場合、当社グループの事業が制約され、業

績に影響を及ぼす可能性があります。

ハ．技術革新について

 指紋認証をはじめとした生体認証技術に関連する分野は、近年市場が急拡大しており大手企業をはじめ様々な企業

が参入を検討している分野です。当社は、こうした技術革新への変化に対応するべく、積極的に最新情報の蓄積、分

析及び当社のサービスへの導入に取り組んでおります。しかしながら、技術革新において当社が予期しない急激な変

化があり、対応が遅れた場合には、当社の技術およびサービスの陳腐化や競争力の低下を引き起こし、バイオ事業の

業績に影響を及ぼす可能性があります。

ニ．生体認証に関する研究開発について

 当社は、長期に亘り生体認証、特に指紋認証に関する研究開発を行っております。研究開発が予定どおりに進行せ

ず遅延したり、事業環境の急変や想定外の事態の発生等により、開発の中断・中止又は想定以上の開発費が発生した

場合、当社グループの業績にその影響を及ぼす可能性があります。

ホ．需要の変動について

 当社グループの顧客は、官公庁、地方自治体および金融、医療、文教業界などの事業会社および各種法人、団体が

中心です。マイナンバー制度の施行を受け、現在中央省庁や業界団体などからセキュリティ強化に関するガイドライ

ンが発表され、需要拡大が見込まれております。これらの顧客が属する業界において、何らかの法制度等の変更、景

気変動があった場合、あるいは顧客の方針変更（例：セキュリティ予算の縮小等）があった場合には、当社グループ

が提供するサービスへの需要が大きく変動する場合があり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

ヘ．競合と参入障壁について

 生体認証業界は、1980年初頭に初の商用システムが開発されて以来、30年以上の歴史を持つ業界です。指紋認証に

おいては、これまで大手企業、大学発ベンチャーなどさまざまな企業が参入し、現在ではそのほとんどが撤退してお

ります。近年では、指紋センサーに付属して無償の認証ソフトが提供されております。また、スピード、価格、認証

率などの観点で使用に耐えうるものが提供できていないという状況を受け、日本では当社以外に指紋認証を販売して

いる会社は、ほとんどなくなり、代替手段として他国で類をみない静脈認証や顔認証などの新方式の導入が進んでお

ります。当社は独自方式により、指紋認証の従来の問題点を解決することに成功したため、継続して指紋認証を提供

し続けてきております。

スマートフォンへの指紋認証搭載を契機に、生体認証方式として指紋認証があらためて注目されておりますが、現在

も、指紋認証を提供している会社はほとんどなく、静脈認証や顔認証などの提供が中心となっております。

指紋認証はコスト的に優位ではあるものの認証精度の問題があり、日本では静脈認証や顔認証が主流となっておりま

すが、認証率の問題を克服した当社の製品は現時点では総合的な観点で競争力が高いと考えております。

大量の実証データによる認証制度や導入実績、販売価格などにより業界への参入障壁は決して低いとは考えておりま

せんが、海外企業も含め、圧倒的な認証率、低価格の製品を提供する会社が出てきた場合には、当社グループの業績

に影響を及ぼす可能性があります。
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 当社グループの現在の主な競合は、NEC、富士通、日立などといった大企業であり、これまでも競争が行われてき

ております。既存の競合との間で、これまで以上に受注競争が激化し、受注価格の低下が行われた場合には、売上の

減少・原価の上昇につながり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

ト.為替変動等の影響について

 当社は、韓国子会社への貸付をはじめ、複数の海外債権を有しております。為替レートが大きく変動した場合、当

社グループの業績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。

 

②事業内容に関するリスク

イ．製品の欠陥について

 当社は、徹底した品質管理基準のもと製造を行っておりますが、将来にわたり、全ての製品において欠陥やリコー

ルがないという保証はありません。大規模なリコールにつながる製品の欠陥は、当社グループの業績及び財務状況に

悪影響を及ぼす可能性があります。

ロ．マガタマ事業の瑕疵・過失について

 当社グループが行っているマガタマ事業は、インターネット上でのサービス提供を行っております。顧客企業のサ

ービス提供の入口となる認証部分を担っているため、想定外の要因によりサービスが中断したことが原因で認証が出

来ずにサービス提供が中断することとなり、顧客に重大な損害を発生させてしまう可能性があります。 

バックアップ体制も含めサービスの安定供給のために適切なセキュリティ対策を施し、中断が起こらないような体制

を構築しておりますが、今後、ハードウェア・ソフトウェアの不具合、人為的なミス、コンピューターウィルス、第

三者によるサイバー攻撃、自然災害等の予期せぬ事象が発生し、想定していないシステム障害等が発生し、当社グル

ープが提供するサービスが原因で顧客に何らかの重大な損害が発生した場合には、賠償金の支払い、信用低下によ

り、当社グループのの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

ハ.販売価格の下落について

 当社の主力製品であるEVEシリーズおよびUBFシリーズに関しては、類似製品を取り扱う他社との競合や大口顧客か

らの要請等により、販売価格が下落する可能性があります。販売価格の下落幅や下落スピードが当社の予想を超えて

進行する場合には、当社グループのの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

ニ.生産体制について

 当社の主力製品であるUBFシリーズについては、中国および台湾の企業に生産を委託しております。何らかの理由

で生産が出来なくなった場合に備えて一定程度の在庫の確保と、国内での生産手段の確保を行っておりますが、当社

の想定を超える注文量の増加と中国および台湾との外交政策、税制など変更が重なった場合、生産コストの増加もし

くは、生産自体が間に合わないなどの事態が発生し当社グループの業績及び財政状況に悪影響を及ぼす可能性があり

ます。

 

③事業運営体制に関するリスク

イ．代表取締役CEOへの依存について

 当社の代表取締役CEOである三吉野健滋は、創業時から当社の代表取締役を務めております。当社の業務執行は、

それぞれCSO（最高営業責任者）、CTO（最高開発責任者）、CFO（最高財務責任者）を選任しており、日常的な業務

執行については各取締役に分担しておりますが、新アルゴリズムの開発およびこれを用いた新規事業の立ち上げにつ

いては、外部パートナーとの交渉およびプロジェクト全体の責任者という役割を担っております。また、現在の会社

の中核となる幹部クラスの人材については、そのほとんどが三吉野個人の人脈及び説得により採用されております。

これらのことから、当社経営に関し極めて重要な役割を果たしております。何らかの理由により同氏が当社グループ

の業務を継続することが困難となった場合、事業の進捗に支障が生じる可能性があります。

ロ．小規模組織であることについて

 当社グループは、発表日現在において、従業員60人（臨時従業員15人を含む）と小規模組織となっており、内部管

理体制もこの規模に応じたものとなっております。当社グループは今後の業容拡大に対応するため、人員の増強及び

内部管理体制の一層の充実を経営上の重要な課題と位置づけて取り組んでおりますが、人材の拡充が予定どおり進ま

なかった場合、又は人材の社外流出があった場合は、業務執行体制や内部管理体制が有効に機能しなくなり、当社グ

ループの事業展開に支障が生じ、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

ハ．人材の確保等について

 当社グループは、開発部門、研究部門、営業部門、海外部門等における優秀な人材の確保を重要な経営課題の一つ

と認識しており、積極的に採用活動を行い、全役職員が最大限の能力を発揮できる組織体制づくり等に取り組んでお

ります。しかしながら、これらの施策により優秀な人材を確保・維持できなかった場合等には、当社グループにおい

て新製品の開発の遅れ、販売戦略の見直し、提供しているサービスの質の低下等により、当社グループの業績に悪影

響を及ぼす可能性があります。
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④コンプライアンスに関するリスク

イ．個人情報の保護について

 当社グループでは、基本的に顧客の指紋データは保持しておりませんが、研究用に多数の指紋情報を保有しており

ます。また、展示会等で収集した大量の名刺データも保有しております。当社グループでは、個人情報をシステムで

管理しており、これらの情報へのアクセスは職位及び業務内容により制約されております。また、当社グループでは

プライバシーマーク（プライバシーマークとは、日本工業規格「JIS Q 15001個人情報保護マネジメントシステム―

要求事項」に適合して、個人情報について適切な保護措置を講ずる体制を整備している事業者等を認定する制度）を

取得しており、情報管理規程の策定・運用、全役職員を対象に定期的な研修等による教育を実施するなど、個人情報

の保護に努めております。しかし、不測の事態の発生により、当社グループの保有する個人情報が外部に漏洩した場

合には、損害賠償等の補償や信用低下等により、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

ロ．コンプライアンスについて

 当社グループでは、コンプライアンス体制が有効に機能していることが極めて重要であると認識しております。そ

のため「コンプライアンス管理規程」を策定し、全役職員を対象に「行動規範」の周知徹底に努めております。ま

た、代表取締役CEOを委員長とする「コンプライアンス委員会」を設置し、コンプライアンス体制の強化に取り組ん

でおります。しかし、これらの取り組みにもかかわらず、コンプライアンス上のリスクを完全に排除することは困難

であり、今後の当社グループの事業運営に関して法令等に抵触する事態が発生した場合、当社グループの企業価値が

毀損し、事業継続及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

ハ．第三者との係争について

 当社グループは、法令遵守を基本としたコンプライアンス活動の推進により、法令違反、情報漏洩、知的財産侵害

等を防止し、法改正等への適切な対応、契約行為が及ぼす法的効果の充分な検討を行うことで、訴訟に発展するリス

クを排除するよう努めております。しかしながら、何らかの予期せぬ事象により、法令違反等の有無に関わらず、顧

客や取引先、第三者との予期せぬトラブルが訴訟等に発展する可能性があります。訴訟の内容及び結果によっては、

多大な訴訟対応費用の発生や信用低下等により、当社グループの事業継続及び業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。

 

⑤その他のリスク

イ.投資先企業の業績について

 当社は開発拠点の確保及び当社製品の販路拡大のため、海外などに総額326百万円の出資を行っております。上記

出資金額は投資有価証券の時価評価での表示ですが、出資先の開発遅延等により業績が悪化し、出資時の価値が毀損

される場合には、投資有価証券の減損会計適用により、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

ロ.新株予約権について

 当社グループでは、株主価値の向上を意識した経営の推進を図るとともに、役職員の業績向上に対する意欲や意識

を一層高めることを目的として、当社役員及び従業員並びに社外部協力者に対して新株予約権を付与しております。 

発表日現在、新株予約権による潜在株式数は4,803,700株であり、発行済株式総数37,647,300株の12.8％に相当して

おります。これらの新株予約権が権利行使された場合は、１株当たりの株式価値が希薄化する可能性があり、将来に

おける株価形成へ影響を及ぼす可能性があります。

ハ.自然災害について

 地震や津波、台風等の自然災害、感染症の蔓延、事故、火災、テロ、戦争等により人的・物的な被害が生じた場

合、あるいはそれらの自然災害及び事故等に起因する電力・ガス・水道・交通網の遮断等により、正常な事業活動が

阻害された場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。
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２．企業集団の状況

 当社グループは、当社（株式会社ディー・ディー・エス）及び子会社１社（DDS Korea,Inc.)で構成されており、指

紋認証機器（UBFシリーズ）の設計、開発、生産、販売を主たる事業としております。生産については、ファブレス企

業であり、日本及び台湾及び中国のEMS（Electric Manufacturing Service）に生産委託を行っており、当社は生産管

理、品質管理を行っております。また、FIDO加盟企業からFIDO規格製品を仕入れ、当社が日本国内の最終得意先に、販

売しております。

当社グループの状況を事業系統図に示すと次のとおりです。
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３．経営方針

(1）会社の経営の基本方針 

 当社は、産学連携により培われた生体認証技術をもとに、"バイバイパスワードカンパニー"として、世の中に氾濫

するパスワードに関するトラブルやシステム課題を解決してまいります。また継続的・発展的な研究開発を推進し、

広く生体認証技術の普及を目指した国際標準であるFIDO規格に準拠した製品の開発・販売を通じて、パスワードを使

わない「いつでもどこでもカンタン」な本人確認による、便利かつ効率的で安全・安心な社会実現に貢献してまいり

ます。 

(2）目標とする経営指標 

 当社は、情報セキュリティ事業の更なる拡大を目標とし、かかるコア事業を中心に経常利益率といった事業の収益

性を重視した事業運営に注力してまいります。 

(3）中長期的な会社の経営戦略 

 当社が属する情報セキュリティ市場は外部環境要因の変遷が早く、特に当社のメイン市場である生体認証市場につ

いては、指紋認証機能搭載スマートフォンの発売を契機として、急速に変化しております。 

 当社は10数年来指紋認証事業を行ってきた蓄積を活かし、市場ニーズにあった要素技術の発掘と実用化のため国内

外機関とのアライアンスを通じた新製品の投入、販売からサービス課金への収益モデルの変更などの新事業の推進、

他社製品との連携により付加価値を高めた製品販売、昨年から施行されているマイナンバー制度に対応する新規製品

の開発・販売、さらにこれらの活動を支える管理体制の強化、適時開示体制の構築や日本版SOX法に対応する内部統

制組織の構築とコーポレート・ガバナンスの強化を中長期的な経営戦略として捉え、それらを総合的に達成する新し

い組織体制の構築を行ってまいります。 

(4）会社の対処すべき課題 

①収益の安定化 

 これまで数年来課題として掲げてきました「新規顧客の開拓」につきましては、平成28年12月期までのパートナー

制度の整備等の取り組みにより、新規顧客の開拓については一定程度の目処がつき、今後最も重要な課題としては、

「収益の安定化」を考えております。 

 当社の従来の事業は、その性質上、当社の売上規模に比して受注1件あたりの売上が大きく、かつ導入時に大半の

売上が計上されます。導入を検討して頂いている相手との商談の時期次第で、売上の計上時期が決まるため、月ごと

に大きなバラツキが発生しております。一方で、支出については、人件費や家賃など毎月発生する固定的なものもあ

るため、ある程度の余裕資金の確保が必要となります。また、導入時期のずれや、失注などの要因が、決算発表のタ

イミングに重なると、業績予想の修正に繋がることもありました。 

 商談件数の増加により、受注1件あたりの売上比率は相対的に減少するため、ある程度解消していくものと考えて

おりますが、「売り切り」の事業だけではなく、利用期間に応じて料金を支払う「月額課金型」の様な積み上げ型の

事業や、ソフトウェアのライセンス料を出荷台数に応じて課金する「ライセンス型」などの事業の拡大により、毎月

安定した収益を生む売上の比率を、固定費の支払いを上回る水準まで増やすことで経営の安定化を目指します。 

②ライセンスビジネスなどの新規事業の推進 

 当社は情報セキュリティ業界のリーディングカンパニーとしてパスワードに変わる新しいユーザーの認証方法とし

ての指紋認証を市場に浸透させることに注力しております。従来の自社開発製品事業の主力製品である大企業・官公

庁向け指紋認証セキュリティシステムの販売に引き続き注力するとともに、当社独自の指紋認証のアルゴリズムであ

る「ハイブリッド指紋認証方式」を採用した、広範な生体認証関連製品のラインナップを充実します。従来事業に加

えて今後発売される国内外の各メーカーのスマートフォン・タブレット型PC・パソコンなどの情報端末に当社の指紋

認証ソフトウェアの使用権許諾を行うライセンスビジネスを推進してまいります。特に成長著しいクラウドコンピュ

ーティングやスマートフォンやタブレット端末に代表される端末機器メーカの開拓に注力してまいります。さらに、

様々な情報機器において指紋認証を利用できるFIDO準拠の自社製品・サービスである"magatama"プラットフォームの

提供を開始し、ネットワーク社会における本人認証インフラとしての普及を目指します。 

③FIDO規格の普及 

 FIDO Alliance（ Fast Identity Online ）は、生体認証をはじめとしたオンラインにおける安全な認証の世界標

準の提唱と啓蒙を行う国際的な非営利団体です。当社は、FIDOのデファクトスタンダード化の可能性を先取りし、日

本初のFIDO加盟企業となりました。またFIDOの創業時からの中核的加盟企業である米国のノックノックラブズ社

（NNL社）と業務提携を行いました。 

 情報システムのクラウド化やサービス化が進むことなどにより、利用者が管理するパスワードの数が飛躍的に増加

し、日常的な使用の限界を迎えつつあります。FIDO規格はパスワード使用を生体認証とPKI認証に置き換えることで

利用者の安全性、利便性を両立させることを目的とした標準化を目指しており、当社はNNL社及びその他のFIDO加盟

企業とも連携してFIDO準拠製品を国内外で販売していくことで当社技術・製品・サービスの市場拡大と普及に繋げて

まいります。 
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④研究開発の推進 

 当社は産学連携ベンチャーの草分け的存在として、創業以来大学との共同研究により技術的競争力のある製品を生

み出してまいりました。生体認証市場において、当社は長年の蓄積があり、現状技術的に優位な立場にあると認識し

ておりますが、本格的な普及期に入り、他社参入により競争が激化する可能性も十分に想定されます。これまで継続

的に共同研究を行っている名古屋工業大学に加え、昨年度7月より東京大学との共同研究を開始しており、引き続き

他の追随を許さないレベルの技術を確立すべく、積極的な研究開発を行なってまいります。 
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４．会計基準の選択に関する基本的な考え方

 当社グループは、国内の同業他社との比較可能性を確保するため、会計基準につきましては日本基準を適用しており

ます。
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５．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

    (単位：千円) 

  前連結会計年度 
(平成27年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成28年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 117,264 260,011 

売掛金 177,623 630,723 

電子記録債権 － 35,797 

製品 75,516 144,623 

その他 383,274 177,543 

貸倒引当金 △10,884 △546 

流動資産合計 742,794 1,248,153 

固定資産    

有形固定資産    

建物（純額） 256,978 － 

土地 712,721 263,533 

その他（純額） 27,943 7,288 

有形固定資産合計 997,643 270,821 

無形固定資産    

ソフトウエア 30,401 38,636 

無形固定資産合計 30,401 38,636 

投資その他の資産    

投資有価証券 340,063 326,426 

その他 86,959 84,559 

貸倒引当金 △18,000 △28,301 

投資その他の資産合計 409,022 382,684 

固定資産合計 1,437,067 692,142 

資産合計 2,179,862 1,940,296 
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    (単位：千円) 

  前連結会計年度 
(平成27年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成28年12月31日) 

負債の部    

流動負債    

買掛金 22,986 42,725 

短期借入金 250,000 － 

未払法人税等 6,822 32,361 

賞与引当金 3,452 3,677 

その他 144,055 197,546 

流動負債合計 427,318 276,310 

固定負債    

長期未払金 346,961 － 

退職給付に係る負債 18,932 20,863 

その他 32,046 69,063 

固定負債合計 397,941 89,926 

負債合計 825,259 366,237 

純資産の部    

株主資本    

資本金 2,869,536 2,923,331 

資本剰余金 2,959,552 3,013,347 

利益剰余金 △4,475,751 △4,401,734 

株主資本合計 1,353,337 1,534,943 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 28,091 14,955 

為替換算調整勘定 △173,983 △149,694 

その他の包括利益累計額合計 △145,891 △134,739 

新株予約権 147,157 173,855 

純資産合計 1,354,602 1,574,059 

負債純資産合計 2,179,862 1,940,296 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成27年１月１日 
 至 平成27年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成28年１月１日 
 至 平成28年12月31日) 

売上高 605,655 1,196,823 

売上原価 248,587 369,964 

売上総利益 357,068 826,858 

販売費及び一般管理費 917,399 767,268 

営業利益又は営業損失（△） △560,330 59,590 

営業外収益    

受取利息及び受取配当金 1,010 261 

雑収入 1,158 7,667 

契約に基づく売上連動収益 82,121 66,052 

営業外収益合計 84,290 73,981 

営業外費用    

支払利息 367 920 

為替差損 20,561 22,949 

減価償却費 4,652 － 

支払報酬 6,593 25,386 

その他 4,945 2,501 

営業外費用合計 37,120 51,758 

経常利益又は経常損失（△） △513,160 81,813 

特別利益    

投資有価証券売却益 9,229 － 

投資有価証券清算益 15,244 － 

固定資産売却益 － 9,701 

特別利益合計 24,474 9,701 

特別損失    

減損損失 58,975 － 

特別損失合計 58,975 － 

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損

失（△） 
△547,661 91,514 

法人税、住民税及び事業税 2,439 17,498 

法人税等合計 2,439 17,498 

当期純利益又は当期純損失（△） △550,100 74,016 

親会社株主に帰属する当期純利益又は親会社株主に

帰属する当期純損失（△） 
△550,100 74,016 
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（連結包括利益計算書）

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成27年１月１日 
 至 平成27年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成28年１月１日 
 至 平成28年12月31日) 

当期純損失（△） △550,100 74,016 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △1,802 △13,136 

為替換算調整勘定 24,343 24,288 

その他の包括利益合計 22,540 11,152 

包括利益 △527,560 85,168 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 △527,560 85,168 

非支配株主に係る包括利益 － － 
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 平成27年１月１日 至 平成27年12月31日）

      (単位：千円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

当期首残高 2,785,375 2,875,391 △3,925,650 1,735,117 

当期変動額         

新株の発行 84,160 84,160   168,320 

親会社株主に帰属する当期
純損失（△）     △550,100 △550,100 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）         

当期変動額合計 84,160 84,160 △550,100 △381,779 

当期末残高 2,869,536 2,959,552 △4,475,751 1,353,337 

 

           

  その他の包括利益累計額 
新株予約権 純資産合計 

  
その他有価証券評価
差額金 

為替換算調整勘定 その他の包括利益累
計額合計 

当期首残高 29,894 △198,326 △168,431 134,905 1,701,591 

当期変動額           

新株の発行         168,320 

親会社株主に帰属する当期
純損失（△）         △550,100 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 

△1,802 24,343 22,540 12,251 34,791 

当期変動額合計 △1,802 24,343 22,540 12,251 △346,988 

当期末残高 28,091 △173,983 △145,891 147,157 1,354,602 
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当連結会計年度（自 平成28年１月１日 至 平成28年12月31日）

      (単位：千円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

当期首残高 2,869,536 2,959,552 △4,475,751 1,353,337 

当期変動額         

新株の発行 53,794 53,794 － 107,589 

親会社株主に帰属する当期
純利益 

－ － 74,016 74,016 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） － － － － 

当期変動額合計 53,794 53,794 74,016 181,606 

当期末残高 2,923,331 3,013,347 △4,401,734 1,534,943 

 

           

  その他の包括利益累計額 
新株予約権 純資産合計 

  
その他有価証券評価
差額金 為替換算調整勘定 

その他の包括利益累
計額合計 

当期首残高 28,091 △173,983 △145,891 147,157 1,354,602 

当期変動額           

新株の発行 － － － - 85,156 

親会社株主に帰属する当期
純利益 

－ － － － 74,016 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 

△13,136 24,288 11,152 26,698 60,284 

当期変動額合計 △13,136 24,288 11,152 26,698 219,456 

当期末残高 14,955 △149,694 △134,739 173,855 1,574,059 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成27年１月１日 
 至 平成27年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成28年１月１日 
 至 平成28年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純

損失（△） 
△547,661 91,514 

減価償却費 87,922 67,385 

減損損失 58,975 － 

賞与引当金の増減額（△は減少） 250 225 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 10,906 － 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 1,698 1,930 

株式報酬費用 47,348 46,980 

為替差損益（△は益） △2,189 311 

受取利息及び受取配当金 △1,010 △261 

支払利息 367 920 

投資有価証券清算益 △15,244 － 

投資有価証券売却損益（△は益） △9,229 － 

契約に基づく売上連動収益 △82,121 △66,052 

有形固定資産売却損益（△は益） － △9,701 

売上債権の増減額（△は増加） △79,571 △488,991 

たな卸資産の増減額（△は増加） △41,846 △69,372 

仕入債務の増減額（△は減少） 14,980 19,526 

立替金の増減額（△は増加） △199,663 111,489 

その他 △47,690 197,196 

小計 △803,779 △96,899 

利息及び配当金の受取額 121 261 

利息の支払額 △367 △920 

法人税等の支払額 △2,439 △2,439 

営業活動によるキャッシュ・フロー △806,465 △99,997 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △72,057 △9,991 

有形固定資産の売却による収入 － 408,395 

敷金及び保証金の差入による支出 － △19,320 

敷金の回収による収入 △12,089 333 

投資有価証券の売却による収入 55,669 － 

契約に基づく売上連動収入 82,121 64,330 

投資有価証券の清算による収入 51,897 － 

無形固定資産の取得による支出 △53,744 △48,177 

貸付けによる支出 － △41,374 

貸付金の回収による収入 23,360 41,374 

投資活動によるキャッシュ・フロー 75,158 395,569 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） 250,000 △250,000 

新株予約権の発行による収入 － 2,151 

株式の発行による収入 133,224 85,156 

株式の発行による支出 △655 － 

財務活動によるキャッシュ・フロー 382,568 △162,692 

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,496 301 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △347,241 133,181 

現金及び現金同等物の期首残高 454,506 107,264 

現金及び現金同等物の期末残高 107,264 240,445 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数    ：1社 

連結子会社の名称   ：DDS Korea, Inc. 

 

２．持分法の適用に関する事項 

該当事項はありません。 

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の事業年度末日は、連結決算日と一致しております。 

 

４．会計処理基準に関する事項 

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの  ：期末日の市場価格等による時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定） 

時価のないもの  ：移動平均法による原価法 

②たな卸資産 

製品       ：移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法） 

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産   ：定率法により償却しております。 
 ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については定額法により償却しておりま
す。 
 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 
建物 ３～23年 工具器具備品 ２年～15年 

②無形固定資産   ：定額法により償却しております。 

 なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。販売
目的のソフトウエアについては、見込販売収益に基づく償却額と見込販売可能期間（３年）に基づく償却額の
いずれか大きい額により償却しております。 

（3）重要な引当金の計上基準 
①貸倒引当金    ：売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、当社は一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込
額を計上しております。また在外連結子会社は主として特定の債権について回収不能見
込額を計上しております。 

②賞与引当金    ：従業員に支給する賞与に充てるため、将来の支給見込額のうち、当連結会計年度負担額
を計上しております。 

（4）退職給付に係る会計処理の方法 

 当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支

給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

（5）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。 

 なお、在外連結子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期

中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に計上しております。 

（6）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３カ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

（7）その他の連結財務諸表作成のための重要な事項 

①消費税等の会計処理

 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
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（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用） 

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」という。）、

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」という。）及び

「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）

等を当連結会計年度から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余金と

して計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更しております。また、

当連結会計年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直し

を企業結合日の属する連結会計年度の連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、当期純利益等の表

示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、

前連結会計年度については、連結財務諸表の組替えを行っております。

 企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4）、連結会計基準第44－５項(4）及び事業分離

等会計基準第57－４項(4）に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首時点から将来にわたって適用し

ております。これによる連結財務諸表に与える影響はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、本社に製品・サービス別の事業本部を置き、各事業本部は、取り扱う製品について国内及び海外の包括

的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

したがって、当社は、事業本部を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されており、「バイオメト

リクス事業」及び「不動産関連事業」の２つを報告セグメントとしております。

「バイオメトリクス事業」は、指紋認証機器などを生産しております。「不動産関連事業」は、不動産の取得、

管理、賃貸及び処分を行っております。

 

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」におけ

る記載と同一であります。

 報告セグメントの利益は営業利益ベースの数値であります。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自 平成27年１月１日 至 平成27年12月31日）

          （単位：千円） 

  報告セグメント 

調整額 
連結財務諸表 

計上額 
 

バイオメ 
トリクス事

業 

不動産 
関連 

計 

売上高          

外部顧客への売上高 561,991 43,664 605,655 － 605,655 

セグメント間の内部売

上高又は振替高 
－ － － － － 

計 561,991 43,664 605,655 － 605,655 

セグメント利益又は損失

（△） 
△162,493 8,862 △153,630 △406,700 △560,330 

セグメント資産 357,985 713,065 1,071,051 1,108,810 2,179,862 

その他の項目          

減価償却費 66,231 10,686 76,917 6,326 83,243 

有形固定資産及び無形

固定資産の増加額 
70,747 － 70,747 72,057 142,804 

（注）１．調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用が含まれております。全社費用は、主に報告セグメ

ントに帰属しない総務・経理部門などの管理部門に係る費用であります。

２．セグメント資産の調整額は、各報告セグメントに配分していない部門の所有する資産であります。報告セグ

メントに帰属しない取得不動産や報告セグメントに帰属しない全社資産になります。

３．減価償却費の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用が含まれております。

４．有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、各報告セグメントに配分していない部門の所有する資

産であります。報告セグメントに帰属しない取得不動産や報告セグメントに帰属しない全社資産の増加にな

ります。

５．セグメント利益又は損失は、連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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当連結会計年度（自 平成28年１月１日 至 平成28年12月31日）

          （単位：千円） 

  報告セグメント 

調整額 
連結財務諸表 

計上額 
 

バイオメ 
トリクス事

業 

不動産 
関連 

計 

売上高          

外部顧客への売上高 1,187,135 9,687 1,196,823 － 1,196,823 

セグメント間の内部売

上高又は振替高 
－ － － － － 

計 1,187,135 9,687 1,196,823 － 1,196,823 

セグメント利益又は損失

（△） 
457,121 1,404 458,526 △398,935 59,590 

セグメント資産 864,251 － 864,251 1,076,044 1,940,296 

その他の項目          

減価償却費 61,416 2,671 64,088 3,297 67,385 

有形固定資産及び無形

固定資産の増加額 
48,262 － 48,262 9,991 58,253 

（注）１．調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用が含まれております。全社費用は、主に報告セグメ

ントに帰属しない総務・経理部門などの管理部門に係る費用であります。

２．セグメント資産の調整額は、各報告セグメントに配分していない部門の所有する資産であります。報告セグ

メントに帰属しない取得不動産や報告セグメントに帰属しない全社資産になります。

３．減価償却費の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用が含まれております。

４．有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、各報告セグメントに配分していない部門の所有する資

産であります。報告セグメントに帰属しない取得不動産や報告セグメントに帰属しない全社資産の増加にな

ります。

５．セグメント利益又は損失は、連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

【関連情報】 

前連結会計年度（自  平成27年１月１日  至  平成27年12月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報

 セグメント情報に同様の情報を開示している為記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

（1）売上高

 本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

（2）有形固定資産

 本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載

を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

ダイワボウ情報システム株式会社 86,627 バイオメトリクス事業

ソフトバンク コマース＆サービス株式会社 73,305 バイオメトリクス事業

株式会社エヌ・ティ・ティ・カードソリューション 59,652 バイオメトリクス事業
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当連結会計年度（自  平成28年１月１日  至  平成28年12月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報

 セグメント情報に同様の情報を開示している為記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

（1）売上高

 本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

（2）有形固定資産

 本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載

を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

ダイワボウ情報システム株式会社 378,446 バイオメトリクス事業

株式会社日立ソリューションズ 81,485 バイオメトリクス事業

ソフトバンク コマース＆サービス株式会社 55,276 バイオメトリクス事業

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

前連結会計年度（自  平成27年１月１日  至  平成27年12月31日）

      （単位：千円） 

 
バイオメ 

トリクス事業 

不動産 

関連事業 
全社・消去 合計 

減損損失 － － 58,975 58,975 

（注）「全社・消去」の金額は、全社資産に係る金額であります。

 

当連結会計年度（自  平成28年１月１日  至  平成28年12月31日）

      （単位：千円） 

 
バイオメ 

トリクス事業 

不動産 

関連事業 
全社・消去 合計 

減損損失 － － － － 

（注）「全社・消去」の金額は、全社資産に係る金額であります。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自  平成27年１月１日  至  平成27年12月31日）

 該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自  平成28年１月１日  至  平成28年12月31日）

 該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自  平成27年１月１日  至  平成27年12月31日）

 該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自  平成28年１月１日  至  平成28年12月31日）

 該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 

 
前連結会計年度

（自 平成27年１月１日
至 平成27年12月31日）

当連結会計年度
（自 平成28年１月１日
至 平成28年12月31日）

１株当たり純資産額 33円67銭 37円58銭

１株当たり当期純利益金額又は損失金額

（△）
△15円70銭 2円02銭

潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額 － 1円90銭

 （注）１．前連結会計年度における潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの

１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益金額及び損失金額並びに潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額の算定上の基礎 

は、以下のとおりであります。 

 

 
前連結会計年度

（自 平成27年１月１日
至 平成27年12月31日）

当連結会計年度
（自 平成28年１月１日
至 平成28年12月31日）

１株当たり当期純利益金額又は1株当たり当

期純損失金額
   

 親会社株主に帰属する当期純利益又は親

会社株主に帰属する当期純損失（△）

（千円）

△550,100 74,016

 普通株主に帰属しない金額（千円） － －

 普通株式に係る親会社株主に帰属する当

期純利益及び損失（△）（千円）
△550,100 74,016

 普通株式の期中平均株式数（株） 35,031,546 36,561,540

潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額    

 親会社株主に帰属する当期純利益調整額 

（千円）
－ －

 普通株式増加数（株） － 2,373,956

 （うち新株予約権（株）） － （2,373,956）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益金額の算定に含め

なかった潜在株式の概要

－ －

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。 
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